
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

回

回

人

回

人

％

件

３　主な取組

1

記号

69 5

70 1

71 1

72 1

73 5

188

189

190

74 5

75 5

76 5

77 5

78 6

2

記号

79 5

維持

介護保険利用者負担軽減等対策費 住民福祉課 維持

住民福祉課 維持

介護用品支給事業 住民福祉課

事務事業名 担当課 成果

老人ホーム保護措置費 住民福祉課 維持

ひとり暮らし老人宅既設火災報知機定期点検委託料 住民福祉課 拡大

維持

軽度生活支援事業委託料 住民福祉課 拡大

ひとり暮らし老人対策費 住民福祉課 拡大

家庭介護慰労金 住民福祉課 維持

地域ケア推進会議 住民福祉課 維持

緊急電話の設置、配食サービスの実施 住民福祉課 維持

総合事業高額医療合算サービス費 住民福祉課 維持

維持 Ａ 　

縮小 Ｂ 　

維持 Ａ 　

Ａ 　

Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

12
地域ケア会議の開催
数

6 5 4 2

維持 Ａ 　

Ａ

コスト 評価 重点化

Ａ 　

介護保険サービスの適切な運営 総合評価

（地域包括支援センターにおける）相談支援事業 住民福祉課

事務事業名 担当課 成果

介護保険サービスの提供体制の整備や質の向上を図る。介護保険サービスの需要量、供給量を考慮
した適切な保険料の設定、介護給付の適正化や収納率の向上のための取組による、介護保険サービ
スの適切な運営

総合事業高額サービス費 住民福祉課 維持

オレンジカフェ委託料 住民福祉課 縮小

一般介護予防事業委託料

拡大 Ａ 　

拡大 Ａ 　

維持 Ａ 　

拡大 Ａ 　

1,455

地域包括ケアシステムの構築・深化 総合評価

年齢に関わらず誰もが住み慣れた地域で生活を送ることができるよう、地域包括ケアシステムの構
築・深化
支援を必要とする高齢者のニーズに応じた適切な支援、健康寿命の延伸へ向けた介護予防事業の実
施

Ａ

コスト 評価 重点化

75.0

介護保険サービスの
適切な運営によるケ
アプラン点検数

5 5 5 29 10

在宅介護率 70.4 65.0 - -

60

住民福祉課

オレンジカフェ・シ
ニアランチ開催数

12 12 8 122 20

3,500

認知症サポーター受
講者数

424 449 464 4 530

介護予防教室の参加
者数

2,857 2,694 1,018

地域サロン開催数 58 15 24 30

指標（ＫＰＩ）
単
位

基準値 達成値

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

担当課
H30 R1 R2 R3

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

R4 R5 R6

目標値



3

記号

80 5

81 5

191

４-１　施策の評価・検証　（住民福祉課）

　

長寿年金 住民福祉課 維持

地区老人クラブ補助金 住民福祉課 維持

事務事業名 担当課 成果

塩尻地域シルバー人材センター 住民福祉課 維持

事業構成の適正
高齢者のライフステージにあった取組と、支えが必要となった時に地域で支えること
ができる体制整備への働きがけが行われている。

事業の重点化
地域共生社会へ向けた重層的支援体制構築のため、各分野の職員のスキルアップと住
民とのネットワークの拡充。

評価視点 評価コメント

　

Ａ 　

高齢者がいつまでも自分らしく元気に生活を送れるよう、社会参加や生きがいづくりの促進、就労
支援等の実施 Ａ

コスト 評価 重点化

高齢者の社会参画の促進 総合評価

　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

　



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

扶助費細節名称老人ホーム保護措置費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②毎月入所者負担金の徴収事務 1,762,680 ②

活動指標

事業費

➀入所者費用負担金能力認定調査 0 ➀入所者費用負担金能力認定調査 0

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 入所判定審査票、医師の診断書の書類を揃え、入所判定委員会に掛け審議を受ける。判定の結果を受け入所の手続きに進む。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②毎月入所者負担金の徴収事務 0

2 年度 所 管 課

③老人保護措置費の伝票処理 9,798,485 ③老人保護措置費の伝票処理 9,202,768 ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 村内に居住する65歳以上の者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
日常的な環境の状況、経済的事情、基本的生活習慣の欠如・対人関係・社会適応が困難な高齢者に対し、指導、支援を基本的生

活習慣の確率が図られるよう援助する。
経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 施設によっては定員数が設けられている。村の負担も高額の為、できるだけ厳選した方の入所が望ましい。

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 7,522 一 般 財 源 7,440 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

2,277 そ の 他 特 財 1,763

取組内容
と成果

令和２年度　措置入所者６名
年度中逝去された方、退所・入所された方がい
た。
ご家族や施設、関係者との連携及び、事務が滞
りなく進めることができた。

令和３年度　措置入所者5名
年度中に入所された方がいた。
ご家族や施設、関係者との連携及び、事務が滞
りなく進めることができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

入所措置者の増加
環境の状況や、経済的事情によるケース者が今
後増える可能性がある。

入所措置者の増加
環境の状況や、経済的事情によるケース者が今
後増える可能性がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 12,000 予算額 11,043 予算額

地 方 債 地 方 債

2,098

地 方 債

69令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 10,000 一 般 財 源 8,945 一 般 財 源

そ の 他 特 財 2,000 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

特に新しいことはないが、引き続き事務の遂行、
ケースへの対応を行う

引き続き事務の遂行、ケースへの対応を行う

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

70令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 3 一 般 財 源 3 一 般 財 源

そ の 他 特 財 2 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

包括支援センターと連携し必要な自宅へ設置を
行う。

地域包括支援センターと連携し必要な自宅へ設
置を行う。

財源

（千円）

予算額 5 予算額 5 予算額

地 方 債 地 方 債

2

地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

利用者が少ない。包括支援センターと連携し必要
な自宅へ設置を行う。

利用者が少ない。地域包括支援センターと連携し
必要な自宅へ設置を行う。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

1 そ の 他 特 財

取組内容
と成果

一人暮らし高齢者宅で火災報知機の設置がされ
ていないお宅へ、自動火災報知機を設置し、定
期点検の実施
利用者１件　異常なし

一人暮らし高齢者宅で火災報知機の設置がされ
ていないお宅へ、自動火災報知機を設置し、定
期点検の実施
利用者１件　異常なし

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4 一 般 財 源 5 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 村内一人暮らし高齢者宅で火災報知機の設置のないお宅 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 一人暮らし高齢者宅の火災報知器点検を年に一度行う 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 火災が発生した場合、自身も気づき、近所の人も音に気づく

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 自動火災報知機の設置　宅内外

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称
ひとり暮らし老人宅既設火災報知機定期点検委託
料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀１名の継続利用 4,620 ➀１名の継続利用 4, 620



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

71令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 5 一 般 財 源 19 一 般 財 源

そ の 他 特 財 2 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

現在、軽度生活支援事業は、主に除雪作業に関
することが大半を占めている。支援内容の検討を
行い、支援の種類を増やしたい。

現在、軽度生活支援事業は、主に除雪作業に関
することが大半を占めている。支援内容の検討を
行い、支援の種類を増やしたい。

財源

（千円）

予算額 7 予算額 19 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

利用者が少ないので、高齢者世帯へこの事業の
周知を行い、希望者を募りたい。

それなりのニーズがある。高齢者世帯へこの事
業の周知を行い、希望者を募りたい。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

1 そ の 他 特 財

取組内容
と成果

除雪業務希望者３名
雪が少なく除雪になる日が少なかった。

除雪業務希望者３名
高齢者世帯が増え、これまで利用無かった世帯
から希望があった。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4 一 般 財 源 19 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 おおむね６５歳以上の一人暮らし高齢者等で、要支援認定者・基本チェックリスト対象者・その他村長が必要と認めた者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 一人暮らし高齢者の除雪等の軽度生活支援を行う 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 高齢者の日常生活の支援を行う

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 申請書を村へ提出し、利用承認を受け、サービスを受けることができる。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称軽度生活支援事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀除雪作業の実施 4,329 ➀除雪作業の実施 19,483



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

扶助費細節名称ひとり暮らし老人対策費

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀緊急通報システム利用料 48,928 ➀緊急通報システム利用料 33, 528

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 主に包括支援センターで必要と感じた高齢者に説明し、申請をしていただく

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 村内在住一人暮らし高齢者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 一人暮らし高齢者の緊急時に対応する緊急通報システム 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 一人暮らし高齢者の緊急時の対応策

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 49 一 般 財 源 34 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

緊急通報装置システムがあることによって心の安
心に繋がる

緊急通報装置システムがあることによって心の安
心に繋がる

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

利用者が現在１名と少ない。必要となる一人暮ら
し世帯へシステムの紹介をしていく。

利用者が現在１名と少ない。必要となる一人暮ら
し世帯へシステムの紹介をしていく。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 149 予算額 149 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

72令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 149 一 般 財 源 149 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

事業を継続し利用者を増やしたい。 事業を継続し利用者を増やしたい。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

73令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,500 一 般 財 源 1,500 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

同じ内容のもと継続して実施する 継続して実施する

財源

（千円）

予算額 1,500 予算額 1,500 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

該当する補助金がなくなり、全て一財となっている。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

介護者の日々の労をねぎらい激励するための介
護慰労金であり、喜ばれている。

介護者の日々の労をねぎらうための慰労金であ
り、喜ばれている。介護給付費が高くなる施設介
護へ進まず、在宅介護を継続する一助である。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 822 一 般 財 源 923 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 朝日村に１年以上住所を有する者　寝たきり高齢者と同居し継続して在宅で介護している者（生活実態が同居である者も含む） 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 自宅で暮らす要介護４以上に認定された方の介護者へ介護慰労金を支給 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 家庭介護者の慰労金と経済負担の軽減

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 申請により支給認定された者へ年２回に分け支給

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

扶助費細節名称家庭介護慰労金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀慰労金の支給 822,500 ➀慰労金の支給 922,500



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：
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：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

住民福祉課細節名称地域ケア推進会議

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②地域ケア会議医師報奨金 6,000 ②

活動指標 6

事業費

➀講師謝礼 0 ➀講師謝礼 0

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 奇数月に会議実施

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②地域ケア会議医師報奨金 12,000

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 村民に関係する医療・介護・地域関係者（医師や介護保険事業者等） 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 地域の高齢者医療と介護に携われ関係機関の連携強化 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 地域包括ケアの推進

➀

7
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 4 単位 回 2

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 1 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 2 地 方 債 0 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

4

単位 回 単位

3 そ の 他 特 財 1

取組内容
と成果

地域ケア推進会議を4回開催。延参加人数110
人。参加事業者数24機関。

地域ケア推進会議を2回開催。延参加人数34
人。参加事業者数13機関。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍で中止になる会が３回あり、８月は臨時
開催した。

コロナ禍で中止になる回が4回ありました。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 54
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 54
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 94 予算額 93 予算額

地 方 債 18 地 方 債

18

0 地 方 債

188令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 21 一 般 財 源

そ の 他 特 財 22 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

地域包括ケアの体制づくりのため、地域ケア推
進会議を開催する。

地域包括ケアの体制づくりのため、地域ケア推
進会議を開催する。

回 単位目標値 R6年度　12回 単位 回 R6年度　12回 単位

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）
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【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

189令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 200,000 一 般 財 源 275,772 一 般 財 源

そ の 他 特 財 200,000 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

配食サービス・緊急電話共に、高齢者に携わる
関係機関と連携して、サービスの利用者増に努
めていきたい。

配食サービス・緊急電話共に、高齢者に携わる
関係機関と連携して、サービスの利用者増に努
めていきたい。

財源

（千円）

予算額 400,000 予算額 551,544 予算額

地 方 債 地 方 債

68,943

0 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 206,829
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

緊急電話に関しては、利用者増に努めたい。 配食サービス・緊急電話ともに、利用者増に努め
たい。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

206,829

単位 単位

150,218 そ の 他 特 財 68,943

取組内容
と成果

緊急電話に関しては、利用者は1名。
配食サービスに関しては、14名の利用があった。
配食サービスに関しては、毎週の安否確認にも
繋がり顔見知りの関係ができている。

緊急電話に関しては、利用者は６名。
配食サービスに関しては、１７名の利用があっ
た。
配食サービスに関しては、毎週の安否確認にも
繋がり顔見知りの関係ができている。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 199,146 一 般 財 源 275,772 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 0 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 おおむね65歳以上の高齢者 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 一人暮らしや高齢者のみ世帯の緊急時対応の為の電話設置と、高齢者家庭への配食支援 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 高齢者世帯への支援

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 包括支援センターが主となり、サービスの紹介・斡旋。希望者は申請書を提出。村は審査し認定する。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②配食サービス（おたっしゃ弁当） 300,436

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

住民福祉課細節名称緊急電話の設置、配食サービスの実施

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②配食サービス（おたっしゃ弁当） 520,260 ②

活動指標

事業費

➀緊急通報システム使用料 48,928 ➀緊急通報システム使用料 31,284

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

人 単位目標値 1000 単位 人 1000 単位

190令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

コロナ禍も踏まえながら、相談対応を実施する。 コロナ禍も踏まえながら、相談対応を実施する。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

地域包括支援センター職員の体制見直しが必
要。正職1名、会計年度任用職員2名の配置で正
職1名は兼務事務が多く、相談事務ができない。

地域包括支援センター職員の体制見直しが必
要。正職1名、会計年度任用職員2名の配置で正
職1名は兼務事務が多く、相談事務ができない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 人 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

地域包括支援センター職員（保健師・社会福祉
士・主任介護支援専門員等）による相談対応。令
和2年度相談延人数は1009人。当事業実施は村
に法的義務ある。

地域包括支援センター職員（保健師・社会福祉
士・主任介護支援専門員等）による相談対応。令
和2年度相談延人数は829人。当事業実施は村
に法的義務ある。

目標実績値 1009 単位 人 829

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 朝日村で暮らす高齢者とその家族 補助単独 0

事 業 名 称

概 要

目 的 地域包括支援センターに専門職を配置し、総合相談を実施し、高齢者の福祉増進を進める。 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 在宅生活を中心に高齢者の尊厳ある暮らしを支援する。

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 電話・訪問・来所相談等で高齢者本人やその家族の介護ニーズ等を把握し、課題解決を進める。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

住民福祉課細節名称（地域包括支援センターにおける）相談支援事業

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

（介護特会）細節名称総合事業高額サービス費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀総合事業高額サービス費 0 ➀総合事業高額サービス費 0

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 対象者への補助費支出

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

28 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 介護給付・医療給付・総合事業のｊ自己負担が高額となった者 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 総合事業等のｊ自己負担が高額となった者に対する補助 経費区分 0

'01 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 対象者へ支出

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 実績によるもの 単位 0 実績によるもの

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 0 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

総合事業の自己負担が高額になった者は無かっ
た。

総合事業の自己負担が高額になった者は無かっ
た。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

実績に応じて支出するもの。 実績に応じて支出するもの。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 3
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 3
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 10 予算額 10 予算額

地 方 債 3 地 方 債

1

3 地 方 債

74令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 2 一 般 財 源 2 一 般 財 源

そ の 他 特 財 1 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

総合事業の自己負担が高額になる者に対する補
助事業。

総合事業の自己負担が高額になる者に対する補
助事業。

1人 単位目標値 実績によるもの 単位 1人 実績によるもの 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

1人 単位目標値 実績によるもの 単位 1人 実績によるもの 単位

75令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 2 一 般 財 源 2 一 般 財 源

そ の 他 特 財 1 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

介護給付・医療給付・総合事業合算の自己負担
が高額になる者に対する補助事業。

介護給付・医療給付・総合事業合算の自己負担
が高額になる者に対する補助事業。

財源

（千円）

予算額 10 予算額 10 予算額

地 方 債 3 地 方 債

1

3 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 3
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 3
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

実績に応じて支出するもの。 実績に応じて支出するもの。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 0 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

介護給付・医療給付・総合事業合算の自己負担
が高額になった者は無かった。

介護給付・医療給付・総合事業合算の自己負担
が高額になった者は無かった。

目標実績値 実績によるもの 単位 0 実績によるもの

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 介護給付・医療給付・総合事業のｊ自己負担が高額となった者 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 総合事業等のｊ自己負担が高額となった者に対する補助 経費区分 0

'01 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 対象者へ支出

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 対象者への補助費支出

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

28 年度 所 管 課

③ ③ ③

（介護特会）細節名称総合事業高額医療合算サービス費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀総合事業高額医療合算サービス費 0 ➀総合事業高額医療合算サービス費 0



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

（介護特会）細節名称一般介護予防事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

② ②

活動指標 介護予防教室の参加者数

事業費

①一般介護予防事業委託料 3,186,000 ➀一般介護予防事業委託料 3,588,000

予算科目 款 '04 項 '02 目

手 段 朝日村社会福祉協議会のえべや事業（さんでい講座・再彩クラブ等)への委託料支出

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

28 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 一般高齢者・元気高齢者 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命を延ばすための介護予防事業の推進 経費区分 0

'01 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 生活機能の維持・向上

➀

1,839
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 R6年度　3,500人 単位 人 R6年度　3,500人

そ の 他 特 財

一 般 財 源 732 一 般 財 源 1,794 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 0 地 方 債 0 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

1,345

単位 人 単位

613 そ の 他 特 財 449

取組内容
と成果

延参加人数845人。　【内訳】高齢者ふれあい学
習6回延人数163人。再彩クラブ18回延人数311
人。転ばん教室15回延人数178人。さんでぃ講座
19回延人数130人。男性限定講座5回延人数63
人。

延参加人数1181人。　【内訳】高齢者ふれあい学
習6回延人数188人。再彩クラブ24回延人数370
人。さんでぃ講座17回延人数318人。男性限定講
座10回延人数78人。新！健康運動講座16回227

人。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍で教室を中止した時期もあり活動回数が
低下した。

R3年度も新型コロナウイルス感染症の感染予防
のため休止した期間があった。感染症対策をして
実施しているがコロナ前の実績に戻っていない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 2,195
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 1,425
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 3,800 予算額 3,800 予算額

地 方 債 0 地 方 債

475

0 地 方 債

76令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 874 一 般 財 源 1,900 一 般 財 源

そ の 他 特 財 731 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

朝日村社会福祉協議会のえべや事業（さんでい
講座・再彩クラブ等)への委託料支出。

朝日村社会福祉協議会のえべや事業（さんでい
講座・再彩クラブ等)への委託料支出。

人 単位目標値 R6年度　3,500人 単位 人 R6年度　3,500人 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

％ 単位目標値 R6年度　在宅介護率75％ 単位 ％ R6年度　在宅介護率75％ 単位

77令和４年度　事務事業評価シート
 

国 県 支 出 金

一 般 財 源 116 一 般 財 源 116 一 般 財 源

そ の 他 特 財 97 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

在宅介護を受けている要介護３以上に認定され
た者に対して、介護用品を支給することにより経
済的支援を行う（月額2,000円以内）。

在宅介護を受けている要介護３以上に認定され
た者に対して、介護用品を支給することにより経
済的支援を行う（月額2,000円以内）。

財源

（千円）

予算額 504 予算額 504 予算額

地 方 債 0 地 方 債

97

0 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 291
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 291
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

施設入居を希望する家庭が増え、当事業対象者
が年々減少傾向にある。

施設入居（特養・老健）等を希望する家庭が増
え、当該事業対象者が年々減少傾向にある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

230

単位 ％ 単位

112 そ の 他 特 財 77

取組内容
と成果

介護用品支給（紙おむつ） 45人（新規20人）。
要介護者を持つ家庭の経済的・精神的な負担の
軽減が図られた。

介護用品支給（紙おむつ）48人（新規14人）。
要介護者を在宅で介護する家族の負担、軽減が
図られた。

目標実績値 R6年度　在宅介護率75％ 単位 ％ R6年度　在宅介護率75％

そ の 他 特 財

一 般 財 源 134 一 般 財 源 92 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 0 地 方 債 0 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

337
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 在宅介護を受けている要介護３以上に認定された者 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 在宅老人等の保健・福祉向上のため行なう事業 経費区分 0

'04 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくる

予算科目 款 '04 項 '03 目

手 段 介護用品を支給することにより経済的支援を行う（月額2,000円以内）

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

28 年度 所 管 課

③ ③ ③

（介護特会）細節名称介護用品支給事業

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標 在宅介護率

事業費

①任意事業費扶助費 583,921 ➀任意事業扶助費 399,324



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

（介護特会）細節名称オレンジカフェ委託料

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

② ②

活動指標 オレンジカフェ・シニアランチ開催数

事業費

①オレンジカフェ委託料 10 ➀オレンジカフェ委託料 0

予算科目 款 '04 項 '03 目

手 段 介護保険事業者やボランティア団体への委託料支出

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

28 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 介護保険要介護・要支援認定者、事業対象者、認知症状ある方、認知症介護者、地域見守り協力者 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 認知症になっても安心して暮らしていけるむらづくり・地区づくりを強化する。 経費区分 0

'07 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 施設入所せず可能な限り在宅生活を送る

➀

0
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 R6年度　20回 単位 回 R6年度　20回

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 0 地 方 債 0 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

0

単位 回 単位

0 そ の 他 特 財 0

取組内容
と成果

コロナ禍で介護保険事業者は感染予防のため積
極的な受諾に繋がらないため受諾団体はなかっ
た。

コロナ禍で介護保険事業者は感染予防のため積
極的な受諾に繋がらないため受諾団体はなかっ
た。

・行政が行う必要の度合い 縮小 ✔

課題

コロナ禍で介護保険事業者は感染予防のため積
極的な受諾に繋がらない状況。

コロナ禍で介護保険事業者は感染予防のため積
極的な受諾に繋がらない状況。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 2
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 2
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 4 予算額 4 予算額

地 方 債 1 地 方 債

0

1 地 方 債

78令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1 一 般 財 源 1 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

介護保険事業者やボランティア団体への委託料
支出。地域でのオレンジカフェ2,000円×2回分。

介護保険事業者やボランティア団体への委託料
支出。地域でのオレンジカフェやシニアランチ（お
弁当）も検討。

回 単位目標値 R6年度　20回 単位 回 R6年度　20回 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

回 単位目標値 単位 回 単位

79令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 80 一 般 財 源 80 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

要介護等認定者で村が低所得認定した者への
訪問介護・通所介護等の原則として介護費・食
費・居住費について4分の1軽減を行う。

要介護等認定者で村が低所得認定した者への
訪問介護・通所介護等の原則として介護費・食
費・居住費について4分の1軽減を行う。

財源

（千円）

予算額 80 予算額 80 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

世帯分離を促しての特養入所等の食費・居住費
等の軽減対象者の申請を勧奨する事業者があ
る。

訪問介護利用者の増加に伴い、軽減対象者も増
えている。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

0

単位 単位

0 そ の 他 特 財 0

取組内容
と成果

低所得者の特養入所等の食費・居住費等の軽減
を行った。

低所得者の訪問介護費、特養入所等の食費・居
住費の軽減を行った。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 52 一 般 財 源 65 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 0 地 方 債 0 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

0
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 要介護等認定者で村が低所得認定した者 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 低所得で生計困難者に介護保険事業者が負担軽減し、介護保険サービス利用促進を図る。 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 低所得者の介護保険サービス利用を可能とする。

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 訪問介護・通所介護等の原則として介護費・食費・居住費について4分の1軽減を行う。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

28 年度 所 管 課

③ ③ ③

扶助費細節名称介護保険利用者負担軽減等対策費

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

①社福法人負担軽減措置事業等 51,709 ①社福法人負担軽減措置事業等 65,235



【朝日村第６次総合戦略】 5 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

80令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 270 一 般 財 源 270 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

継続実施 敬老を目的に継続します。

財源

（千円）

予算額 270 予算額 270 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

特になし 本人と家族から賞状は要らないと声があり、木工
額の記念品を検討します。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

節目のお祝いをしたいと大変喜ばれていました。 祝金を遣ってお祝い事をしたいと本人と家族から
大変喜ばれました。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 150 一 般 財 源 180 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 朝日村に住所を有しその事業の年度内に１００歳以上及び１００歳に達する者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 長寿を全うした朝日村民の祝福と老人福祉増進に寄与するため長寿年金を支給する 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 長寿者と家族へお祝い事に対する補助

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 敬老訪問時に年金証書と現金（３万円）を授与する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

報償費細節名称長寿年金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀該当者５名 150,000 ➀該当者６名 180, 000
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称地区老人クラブ補助金

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

②針尾長寿会 ②

活動指標

事業費

➀古見長寿会 51,500円 ➀古見長寿会

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 事業計画・予算と事業報告・決算及び補助金交付申請書の提出

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②針尾長寿会 32,500円

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 各地区長寿会 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 各地区の長寿会へ活動補助金の交付を行う 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 年間の活動費の補助

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 55 一 般 財 源 40 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

29

単位 単位

29 そ の 他 特 財

取組内容
と成果

2地区へ補助金の交付を行った。 2地区へ補助金の交付を行った。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

時代の流れとともに、長寿会の数も減り現在2地
区となっている。長寿会も高齢化が進み今後の
存続が難しくなっている。

長寿会も高齢化が進み今後の存続が難しくなっ
ている。2地区の会員数は年々減少している。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 29
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 81 予算額 69 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

81令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 52 一 般 財 源 40 一 般 財 源

そ の 他 特 財 29 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

2地区の長寿会へ引き続き補助金の交付を行っ
ていく。

2地区の長寿会へ引き続き補助金の交付を行っ
ていく。

単位目標値 単位 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

191令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,800,000 一 般 財 源 1,800,000 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

新規会員の勧誘と仕事の受注件数を増やすた
め、チラシ等で周知していきたい。

新規会員の勧誘と仕事の受注件数を増やすた
め、告知放送やHP等で周知していきたい。

財源

（千円）

予算額 1,800,000 予算額 1,800,000 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

令和2年度の会員数29名　前年度比較△6名
チラシ等の配布を行っているがなかなか新規会
員の加入に結びつかない。

令和3年度の会員数29名　前年度比較△6名
チラシ等の配布を行っているがなかなか新規会
員の加入に結びつかない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

企業　　　　　　　　　　件　　　　　　　　　　　円
公共　　　　　　　　　　件　　　　　　　　　　　円
一般家庭　　　　　　　件　　　　　　　　　　　円

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,780,450 一 般 財 源 1, 768, 820 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－１．高齢になっても自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 朝日村に居住し、原則60歳以上で健康で働く意欲のある人 補助単独 0

事 業 名 称

概 要

目 的 培ってきた経験や技能を活かして、高齢になっても社会参加を積極的に行い、生きがいをづくりに繋げる経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 会員数が年々減少傾向にあるので、新規会員を増やしたい

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 塩尻地域シルバー人材センターにて会員登録する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

住民福祉課細節名称塩尻地域シルバー人材センター

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀朝日村負担金 1,780,450 ➀朝日村負担金 1, 768, 820

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）


